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東京技術士会便り 
 
 
                               

  

皆様、いかがお過ごしでしょうか。東京

技術士会は会報第７号を発行いたします。 

現代社会は科学技術に支えられ、安全で

利便性の高い社会を実現しております。科

学技術は国際的な開発競争の側面があり

ますから、資源が少ない日本は他国に後れ

を取らないよう、国と民間の両者で協力し、

科学と技術の両面を計画的に育成してい

くことが必要です。そのために日本政府は

令和３年３月２６日に「第６期科学技術・

イノベーション基本計画」を閣議決定しま

した。これまでは「科学技術基本計画」と

いう名称でしたが、第６期から名称に「イ

ノベーション」が加わっております。 

第６期計画では、Society 5.0 の実現に

向けた非連続なイノベーションの推進、ス

マートシティの実現と展開、オープンサイ

エンスによる総合知の活用などが盛り込

まれています。推進体制として官民連携の

重要性や総合戦略を実現する司令塔機能

の強化が挙げられています。 

実現のための課題として次世代を担う

日本の若者の自己肯定感の低さに対して

は、情報化社会（Society 4.0）の限界を

克服する人材育成の重要性が強調されて

います。情報化社会は、GAFAに代表される

国際的な情報独占を産み、ひいては激しい

情報格差が生じ、結果として世界的な富の

偏在につながるなど、健全な社会形成がで

きないという限界に着面しました。 

特に新型コロナ禍がもたらしたパンデ

ミックは人類的課題の深刻さを浮き彫り

にしました。効率一辺倒で構築されたサプ

ライチェーンは半導体不足に見られるよ

うなもろさと限界が明確になりました。さ

らに日本固有の要因としてＤＸ対応の遅

れがあり、その原因は日本全体に及ぶ官民

のデジタル化への対応の遅れにも起因し

ていることが明らかになりました。 

これらの課題の解決のためにはモノづ

くり分野にデジタル技術を融合させ、総合

知に基づく社会変革を起こし、新たな社会

の姿を Society 5.0として実現することが

必要と考えられています。 

東京技術士会はデジタル技術を駆使し

たデータ連携への提案や製造業のサービ

ス化などで Society 5.0への実現に向けた

様々な支援パッケージを用意し、科学技術

イノベーションの先兵となるため、様々な

メニューを用意してきております。 

広報委員会 委員長   奥田孝之 
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地震国の高層住宅用建物の安全確保とは！ 

「要除却認定対象」の拡充 
 
                               

  

 

ほぼ連日地震情報・火山情報が報じられている。

東日本大地震から 11 年を経て、地震の巣と言

われる相模・駿河・南海トラフ等に囲まれてい

る日本は、多くの地震研究がなされている。そ

れらの中で「日本の地震研究委員会」が 30 年

以内で震度 6 弱の地震が発生する可能性を発

表した「全国地震動予測地図 2020 年版」は、

都道府県別に都市の発生確率を示している。因

みに震度 6 弱とは日本の階級で上から 3 番目

の強さで、状態は下表（出展；気象庁）参照。 

50%以上の発生確率がある都市として、水戸、

徳島、高知、静岡、和歌山、津、高松、千葉、

奈良、埼玉、大分、を挙げている。東京は 47%

である。本テーマの高層住宅は震度 6 強･7 で

危険にさらされるが、建設時期と設計基準によ

っては震度 6 弱でも注意は必要だろう。 

 2022 年 1 月 11 日の日経クロステック記事

は「築 40 年超のマンションは 10 年後に 130

万戸増、『要除却認定』拡充で立て替え促進」

を特集している。その中で国土交通省はマンシ

ョンの要除却認定（除却の必要性に関する認

定）の対象を拡充した事、改正マンション建て

替え円滑化法が 2021年 12月 20日に一部施行

され、外壁に剥落の恐れがあるマンションなど

も認定対象になった事と併せて、建て替えの促

進を図った。これまで要除却認定の対象は耐震

性が不足するマンションのみだったが、2020

年 6 月の改正で（１）火災に対する安全性が

不足している、（２）外壁などの剥落で周辺に

危害を及ぼす恐れがある、（３）給排水管の腐

食などで著しく衛生上有害となる恐れがある、

（４）バリアフリー基準に適合していない、

の 4 項目が加わった。要除却認定を受けたマ

ンションでは、上記の項目に応じて容積率緩和

の特例やマンション敷地売却制度を活用でき

る。2022 年 4 月 1 日から団地型マンションを

対象とした敷地分割制度が施行される。これは、

団地内の一部地区が耐震性不足の場合、住民の

敷地売却意向のもと事業を実施すると、敷地売

却事業とマンション建て替え事業を組み合わ

せて実施することが可能となる。これにより区

分所有者の「資金負担額の問題」（負担が困難）

を解決できる上、「反対派住人を完全に抑え込

む事を可能」とした制度となることから画期的

と言われる。即ち、多数のマンション組合員（区

分所有者の５分の４以上)の立て替え希望を少

数の反対派に妨害される場合の「救済策」にな

ると報告した。 

 地震の予知は難しいが、上記（１）～（４）

の要除却認定項目の技術的検討や、異常状態へ

の注意・告知は、技術士の知見の範囲であろう。

技術士は、性能・効率・安全等の技術的提言に

加えて、将来の不測の事態の潜在リスク情報や

警鐘の提供も求められているのであろう。 

会長 二宮 孝夫 

Ninomiya  Takao 

 

 

二宮 孝夫 

(にのみやたかお) 

二宮技術士事務所 

資格:技術士(経営工学) 

一般社団法人 

東京技術士会 会長  
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製造業の 

サービス化へのアプローチ方法 

 
 
                               

  

（要旨）近年、「製造業のサービス化」がいわれているが、そこには壁が立ちふさがり、特に中小製造業では困難に直面している

ケースが散見される。本稿では製造業がサービス業に業種転換するのではなく、製造業をコア事業と据えつつ、そこにサービスの

概念を入れ込んだ新たなビジネスモデルの構築を対象として論じ、製造業のサービス化へのアプローチ方法について解説する。 

１.はじめに 

「サービス」といえばサービス業が想起される。コトラーはサービ

スに関しては 4 つの特性があると述べており、「無形性/非有形性 

(Intangibility)」「不可分性/同時性 (Simultaneity)」「変動性/非均

一性 (Heterogeneity)」「消滅性/非貯蔵性 (Perishability)」とされ

ている。サービスビジネスは、これらの特性を持ったサービス（モノ

に対してコトと呼ばれることもある）の提供で収益を得る事業であり

、モノを対象とした製造業がサービス業に転換することは難しい。 

2015 年に「製造業のサービス化コンソーシアム」が設立され、多

くの製造業で取り組まれてきたサービス化の事例研究等がなされ

ている。また多くの大学や研究機関からも本テーマについての報

告が散見される。これらの提言を参考にしつつ、主に BtoB におけ

る「製造業のサービス化」へのアプローチ方法を検討する。 

２. 製造業のサービス化とは 

「製造業のサービス化」はサービタイゼーション（Servitization）

ともいわれ、モノを製造・販売して収益を得るビジネスモデルから、

モノを活用したサービス（コトといわれている）の提供により収益を

得るビジネスモデルへ転換することとされている。 

この他にも、製造業のサービス化の定義・概念は多くの提言が

見られ、契約や課金の形態を含めてサービス化とされている。つま

り、サービスについての課金を販売価格に反映させるのか、使用

量等に応じて課金するのか、という視点である。近年注目されてい

る「サブスクリプション」はサービタイゼーションの1つとされている。 

また、経営の主軸をモノの製造からソリューションの提供というサ

ービスに切り替えることも製造業のサービス化の範疇ではあるが、

中小製造業にとってはハードルが高く対応し辛い。 

ここでは製造業がサービス業へ業種転換するのではなく、製造

業をコア事業と据えつつ、そこにサービスの概念を入れ込んだ新

たなビジネスモデルの構築を対象として扱う。つまり、モノ（有形物、

tangible goods）の製造・販売に加えて、コト（無形物、 intangible 

goods）を提供することと捉える。 

３． 製造業のサービス化の背景 

これまでの製造業は「手切れの良い仕事」つまり「売り切り型」を

志向していた。これは日本において製造業の提供するサービスが

、アフターサービスという理解であり、無償で提供するという捉え方

をされていたためである。 

製造業は、製品のコモディティ化とそれに伴う低価格化に苦悩

している。顧客が求めているのはモノの所有ではなく、モノを利用

して得られる利便性などの価値である。モノが行き渡りかつコモデ

ィティ化している状況では、モノによる差別化は難しく、＋αのサ

ービス付加が必須となっている。 

従来はモノとサービスは別の商材として提供されていたが、近

年ではサービスはモノを含んで顧客に利用価値を提供する商材と

して認識されるようになった。内平氏が「顧客接点拡大モデル」（図

１）を提唱しており、この図ではモノを囲んだ三角形をサービスとし

て、顧客接点の拡大方法に結び付けている。 

【図１】顧客接点拡大モデル 

出典：東芝レビュー Vol.61 No.12（2006） 

４． 製造業のサービス化の類型 

多くの先行研究では大手製造業がサービス化を進めている例、

たとえば「コマツの KOMTRAX」「山武の ESCO 事業」などが紹介

されているが、中小製造業での取り組みはこれからである。上述の

三宅幹雄 

Mikio Miyake 

みやけ  みきお                                

三宅 幹雄 
ビジネスコア 代表 

技術士(情報工学) 

中小企業診断士 

東京技術士会 IoT グループ 

連絡先： 

mikio.miyake@nifty.com 

070-2802-7205 

http://hachi.a.la9.jp/ 

論 文  
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顧客接点の拡大方法に対応付けたサービス化の類型は以下が考

えられ、中小製造業がサービス化を進める際の参考になる。 

（１）安心の提供：モノに付随したサービスを収益化する・・・モノの

利用状況をモニタリングし、メンテナンスするサービスを提供 

（２）良品の提供：モノをサービスで差別化する・・・モノの利用シー

ンを創出し、最適な活用方法をソリューション提案 

（３）便利の提供１：モノづくりをサービスとして新たなビジネスにす

る・・・モノづくり自体をサービスとして提供（EMS、DMS等） 

（４）便利の提供２：モノづくりで培ったノウハウやネットワークを資源

として新ビジネスにする・・・マッチングサービス、コーディネートサ

ービス、プラットフォーム提供 

明治大学戸谷専任教授によると、製造業のサービス化の段階と

して、サービス割合の増加（“製品視点”、“自社収益視点”）と協創

価値の創造（“顧客視点”）に分類されている。上記（１）（２）がサー

ビス割合の増加、（３）（４）が協創価値の創造と対応付けて考えら

れる。顧客が求めているのは利便性などの価値であることを鑑み

ると、協創価値の創造をサービス化の目標とすることが望まれる。 

５．製造業のサービス化の課題 

 製造業、特に中小製造業でのサービス化は難しく、その要因とし

て以下の課題が上げられる。 

（１）サービスに対する意識の変革 

収益構造が「売り切り型（フロービジネス）」から「リカーリング型（

繰り返し型、ストックビジネス）」へと転換するが、初期の大きな収益

が得られないモデルであり、経営方針や財務管理を含めて従来の

売上高至上主義からの変革が必要である。 

（２）サービス対応の組織化 

サービス対応のためには、新たな経営資源の配分や組織の変

革が必要であるが、サービス化に必要な組織的な能力の充足が

疎かになっており、目標に至っていないケースが多い。 

（３）サービスに利用する情報の蓄積と活用 

サービス化を進めるには、情報の蓄積と活用体制の整備が必

要になる。サービス活動（モノ、コト）から得られたデータの蓄積と

分析、その結果の活用などが明確に整理されておらず、宝の持ち

腐れになっているケースが多い。 

製造業のサービス化は単に業務内容を変えるだけでは立ち行

かず、サービス化にむけた新たなビジネスモデルの検討にあたっ

ては、データの収集・蓄積・分析・活用も合わせて取り組む必要が

ある。データの収集は IoTの活用で、その分析は AI を含めた各

種分析手法で対応することで、これまでは考えつかなかったような

協創価値の創造に向けた新たなサービスビジネスモデルが生ま

れると期待される。製造業のサービス化推進には IoT＋データ分

析ツールは必須といえるであろう。 

新たなサービスビジネスモデルが生まれても、その品質が粗悪

であれば顧客に受け入れられない。しかしコトラーの論にあるよう

に、サービスそのものは形が明確でないので評価を行うことが難し

い。ここでは「SERVQUAL」という考え方を参考に、IoTによるサー

ビス性向上の可能性を表１に整理する。 

 

【表１】 ＩoＴによるサービス性向上 

６．製造業のサービス化推進のステップ 

IoT等のツールの導入に際しては、OODA ループを始めとした

ラピッドな手法が採用されるが、製造業のサービス化の推進は、新

たなサービスビジネスモデルの構築であり、経営環境の調査・分

析から始め、新規事業開発と変わるところはない。すなわち表２の

ステップで取り組むことが重要である。 

 

【表２】 サービスビジネスモデル構築のステップ 

７．おわりに 

本稿では製造業のサービス化を、製造業をコア事業と据えつつ

サービスの概念を入れ込んだ新たなビジネスモデルの構築として

論じ、中小製造業の抱える課題とサービス化推進ステップに言及

した。しかし、サービスビジネスモデルの構築は一朝一夕には進ま

ず、そのために中小製造業の取り組みが進展しない要因になって

いる。中小製造業では支援機関や専門家等のアドバイザーの活

用が望まれる。 

東京技術士会 IoTグループでは、IoT導入、DX化支援を行っ

ているが、これは単にツールの導入のみではなく、製造業のサー

ビス化に向けて、新たなビジネスモデルの構築に結びつけるようア

プローチしている。お気軽にお声がけいただきたい。 

IoTによるサービス性向上

信頼性 約束されたサービスを提供 意図通りの機能発揮

対応性 迅速にサービスを提供 迅速性の大幅向上

確実性 従業員の確実な知識と対応 対応の均質性向上

有形性 施設、設備、従業員の外見 装置の視認による納得

共感性 顧客に対する気遣いや注意 人との共調で気遣い度向上

サービス品質特性

１ ビジョン構築、経営の意思決定と社内意識の統一
２ 自社の保有する資産の棚卸し・・・

サービスビジネス展開にあたっての強み・弱みの確認
３ 経営環境の調査・分析・・・

サービスビジネス展開にあたっての機会・脅威の把握
４ サービスビジネスモデルの立案・・・

顧客候補の具体化、望んでいる価値は何か、それにど
のように対応するか

５ サービスビジネスための仕組み立案・・・
モノ、コトの企画・開発および運用のためのプロセ
ス・システムの立案

６ 机上・実地トライアルの実施と評価・見直し
７ サービスビジネス事業化にあたって必要なパートナー

の検討・選定と協業推進
８ サービスビジネス提供のための基盤整備、組織化
９ 新サービス（モノ＋コト）の提供とフォローアップ
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技術者と倫理 

永田一良 

Ichiro Nagata 
  
                           

（要旨）倫理に関して論じられる機会も多くなり、多岐にわたる専門的な出版物も多く刊行されている。

技術を生業にしている方々や中小企業の経営に関わる方々がルーチンワークの中でいかに倫理を実践

していくかが重要である。日々のビジネスの中に組みこんで、活かせるように分かりやすく解説する。

1 倫理とモラル 

 社会の主な規範（行動や判断の基準・手本）に「倫

理」と、政令・省令や地方の定める規則を含めた広い

意味での「法令」がある。「法令」は人々が順守するよ

う国家等の権力によって強制される他律的な規範で

あり場合によっては罰則を伴うのに対し、「倫理」は

人々が自主的に順守するように期待される自律的な

規範である「常識

がある」とか「モ

ラルがない」とか

いう言葉を耳に

することがある。

「モラルと常識」

は人が対人関係

において、「して

よいこと」「して

はいけないこと」を識別し判断する基準をそなえ

ていて、その判断に従って行為しようとする「意

識」といえる。この「意識」こそは、「倫理」や「法

令」について云々する前に、人として備えておく

べき基本中の基本である。現代社会においては、

判断基準がとんでもない人や、敢えてその判断を

曲げて行為しようとするような人がいることはま

ことに残念である。         

 人は「家族コミュニティ」で育ち、「地域コミュ

ニティ」で生活し、「企業コミュニティ」等で仕事

をし、技術者や同好者コミュニティにも属してい

る。「倫理」はそういうコミュニティ内の規範であ

り、他のコミュニティに対し強制するような性格

のものではない。   

2 問題点が見えてくる４象限表示 

 経済社会の紛争は、米国などでは司法の場で解決

するのが基本であるが、わが国では司法的解決の割

合は低く、行政の指導や地域の話合いや相互の話合

いで解決が図られる場合が多い。 

 「法令」は経済社会の実態に適合していない場合

も多く、一旦制定された「法令」は状況に変化があ

ってもなかなか見直されない。また技術の世界のよ

うな日進月歩の世界では、その速さに追いついて行

けていない場合も多い。 

 図のように、事象を「法令の視点」と「倫理の視

点」で４つの象限に当てはめてみる。こうすると技

術者としてあるいは企業として、何をなすべきか、

問題点がよく見えてくる。  

 縦軸は「法令の視点」であって、ゼロ線を基準に

して上側は合法であり下側は法令が禁じている領

域である。横軸は「倫理の視点」であって、ゼロ

線を境に右側はポジティブであるが、左側はネガ

ティブな領域である。第Ⅲ象限は、法令に違反し

ており倫理的にもネガティブであり、絶対に手を

出してはいけない領域である。知らないでは通ら

ないし、無知も犯罪であると心得ることである。

第Ⅱ象限は、法令で禁じてはいないが、法令の整

備が遅れていると考えるかあるいは法令で規制

するほどではないとする領域である。しかし法令

の網をくぐれば何をしてもよいという「意識」は絶

対に倫理的に排除したいものである。 

論 文  
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3 技術者の倫理 

 技術者に係わる「倫理」の問題は、特に米国に

おいて古くから大きなテーマとして取り上げら

れてきた。長年の歴史的な流れの中で、その分か

りやすい体系が確立された。時代的には、まず

1910年代は「技術者対技術者」に対するもので、

技術者コミュニティの会員が相互に自分たちの

利益（私益）を守るものであった。次いで「技術

者対業務の相手方」の関係が取上げられ、相手方

の利益（顧客）を尊重することが加わった。1970

年代になって「技術者対公衆」の関係（公益）を

尊重するようになった。技術者としての「倫理」

は上記の歴史的背景を理解したうえで、「対人関

係」と「価値基準」の組み合わせとして整理する

と分かり易い。 

 本家米国の NSPE（ＰE 協会）や ASCE（土木学

会）はその基本綱領で「価値基準の原則」として、

まず「専門性」、次いで「有能性」「真実性」「誠

実性」「正直性」を取上げ、最後に「公衆優先」

と「持続性」を加えて 7項目にしている。 

 わが国でも多くの技術系団体がこの体系を参

考にしている。技術士の団体である日本技術士会

は、先駆けとして 1961 年に技術士業務倫理要綱

を制定し、2011 年に多くの倫理規程も参照しな

がら技術士に相応しい倫理綱領に全面改定した。

これは「日本技術士会会員の倫理」であるが、こ

こには多くの技術者が備えるべき「倫理」の骨組

みが示されているので、会員外の技術者も参照し

かつ実践することを薦めたい。 

 ここでは「7 つの価値基準」に加えて、「こうし

てはいけない」「こうすること」の視点で、「9つ

の義務」としても表現している。さらに「モラルの

要素」として 27 項目を取り上げ、それぞれに対応し

て「主な事例」を掲載している。そしてこれら3つを

関係づけて説明している。 

4 企業と経営者   

企業やその経営者は、経営するに当たって重

要 5法と言われる「会社法」「証券取引法」「独

占禁止法」「労働法」「知的財産法」を理解し、

最近では「個人情報保護法」「公益通報者保護

法」「消費税法」などにも気を配らなくてはなら

い。日本経済団体連合会では、これらの「法

令」の順守を超えて自らの社会的責任を認識し

て「国の内外において、人権を尊重し、関係法

令、国際ルールおよびその精神を順守しつつ、

持続可能な社会の創造に向けて、高い倫理観を

もって社会的責任を果たしていく」として、「企業

行動憲章―実行の手引き―」を制定している。こ

の手引きは会員企業のみならず、多くの企業経営

に携わる者にとって「倫理」の礎となるものであ

る。各企業はこれに基づいて、それぞれの企業に

適した規範としての倫理規程などを制定すること

が望まれる。 

5 ISO26000 と SDG’s 
 2010 年 11 月に「持続可能な発展」をテーマに

ISO26000 が発行された。これは企業を含め、あら

ゆる組織の社会的責任の指針である。 

2015 年 9 月の国連サミットでは SDG’s が採択

された。「Sustainable Development Goals（持続可能

な開発目標）」の略称で、 国連加盟 193 か国が 2016

年から 2030 年の 15 年間で達成するために掲げた

目標である。

ISO26000 も

SDG’s も、倫

理的に判断に

迷った時には、

判断の拠所に

もなるもので

ある。 

 最後に、「技術者の倫理」はなにも難しく考える必要

はない。一般的な技術者がもともと備え持っている「モ

ラルと常識」の延長上にあるものである。「専門家コミュ

ニティ」に属しているかいないかは別にして、己の技術

者としての倫理観に基づいて、己の技術に誇りと

責任感を持って、顧客と公衆の利益を念頭に日

頃の業務に打ち込むことである。  
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産業交流展への出展 

 
                               

  

１．産業交流展の歴史  

産業交流展は、東京都等の主催により、首都圏に

事業所を有する､個性あふれる中小企業などの優れ

た技術や製品を一堂に展示し、販路拡大、企業間連

携の実現、情報収集・交換などのビジネスチャンス

を提供することを目的として、1998 年から開催され

ている。2019 年度の 22 回までは東京ビッグサイト

でリアルな展示が行われてきたが、23 回目の 2020

年度はコロナウィルス感染症の影響で“ヴァーチャ

ル産業交流展 2020”として開催された。24 回目を迎

えた昨年の産業交流展 2021 は「リアル×オンライン

でビジネスマッチングを加速する」と題して 11 月

24 日～26 日に東京ビッグサイト南展示場でリアル

展示、11 月 17 日～12 月 10 日に公式オンライン会

場での展示が行われ、国内外から 721 社が参加した。 

２．東京技術士会の産業交流展への参加 

東京技術士会は 13 回目となる 2010 年から継続的

に産業交流展に出展している。東京技術士会の出展

の目的は、展示及び出展各社との交流により東京技

術士会とそのサービスを広く中小企業経営者や公的

機関等に知って貰い、企業の事業や業務に貢献する

チャンスを拡大することにある。産業交流展 2021 で

は、キャッチコピーを「企業や自治体の様々な技術

課題に対して最適なソリューションを提供します」

とし、東京技術士会のサービス内容を知って貰うこ

とを主目的として、ハイブリッド出展を行った。リ

アル展示では、東京技術士会の紹介、ドローンによ

る空撮、ISO マネジメントシステム等の動画を大型

スクリーンで表示してサービス内容を具体的に紹介

した。また、「電力を計測して省エネをはかりません

か」と題してラズパイ(ワンボードコンピュータ)を

使った実機デモ展示を行い、参加者に計測作業を実

体験して貰った。出展者プレゼンテーションでは、

コロナ禍での生き残り策を模索している中小企業経

営者等に向けて、「技術オリエンテッドな BCP でイノ

ベーションを！」と題し西宮恵子会員が講演を行っ

た。オンライン展示では、リアル展示と同じサービ

ス内容の紹介や出展者プレゼンテーションの動画閲

覧、各種パンフレットのダウンロード等を可能とし

会場に来なくても同じ体験が出来るようにした。 

３．東京技術士会をもっと知って貰うために 

産業交流展は企業の存在とそのサービスを広く知

って貰い、企業間のマッチングを図る大変良い機会

である。今後も東京技術士会は産業交流展への出展

を継続して行く予定である。 

更に東京技術士会とそのサービスをより広く知っ

て貰うために、2021 年から公開の始まった新ホーム

ページ（https://peit.or.jp/）をより顧客にわかり

やすいものとすると共に、他の展示会等への出展も

計画していきたい。 
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